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日本企業の人権尊重への取り組みと国際的評価 

－具体的な行動と情報開示が課題－ 
 

西山 賢吾 

 

▮ 要 約 ▮ 

1. 人権尊重に対する取り組みは、SDGs（持続的な開発目標）に挙げられた目標

達成のための基礎としても重要である。日本企業が取り組む上での留意すべき

点としては、①人権尊重に対する取り組みを行う対象範囲はサプライチェーン

全体、②人権尊重に対する取り組みを進める上では、「トップのコミットメン

ト」と「ステークホルダーとのエンゲージメント」が特に重要、③企業が尊重

すべき「人権」とは「国際的に認められた人権」、である。 
2. 企業の人権尊重に対する取り組みを国際的に評価する CHRB （Corporate Human 

Rights Benchmark）の評価スコアをみると、日本企業の国際的な評価は決して

高くないが、海外企業との評価ギャップは縮小してきている。評価スコアなど

から考えられる課題は、取り組みに対する具体的な行動と積極的な情報開示と

考えられ、人権に対する取り組みは、「仕組みづくり」から「実践」段階に

入ってきたと考えられる。 
3. 人権尊重に対する取り組みの「実践」段階においては、評価の高い企業を参考

にしながら、国際的に認められるレベルで、積極的な情報提供、開示、説明を

伴った人権尊重に対する取り組みを行うことが肝要である。多くの日本企業が

積極的に実践、対応していくことにより、人権尊重に対する取り組みにおい

て、日本がリード役になることも可能と考える。 
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Ⅰ 「ビジネスと人権」の重要性と留意点 
 

本稿では、まず、E（環境）、S（社会）、G（ガバナンス）における S の中核的な課題

である「ビジネスと人権」に関し、企業が人権尊重に取り組むことの重要性と留意点につ

いて言及する。その上で、日本企業の人権尊重に対する取り組みについて、国際比較、日

本企業の取り組みの進捗状況、情報開示の状況の 3 点に焦点を当て、取り上げる。 

 

１．人権尊重と SDGs の達成は「表裏一体」 

2011 年 6 月に国連で「ビジネスと人権に関する指導原則（UN Guiding Principles on 

Business and Human Rights、以下 UNGPs）」が承認された。UNGPs は法的な拘束力を持た

ない「ソフトロー」ではあるものの、承認以降、UNGPs をベースとした企業の人権尊重

に対する取り組みと、人権関連の国際的な NGO（非政府組織）や投資家をはじめとした

ステークホルダー（利害関係者）による実際の取り組み状況への関心は世界的に高まって

いる。UNGPs は企業に対して、「人権方針の策定」、「サプライチェーンにおける人権

デュー・ディリジェンス（HRDD）」、「苦情処理・問題解決メカニズムの構築・運用」

を求めている。 

各国政府は UNGPs の着実な運用・実施を目的に「ビジネスと人権に関する国別行動指

針（National Action Plan、以下 NAP）」を策定している。日本でも、2020年 10月に内閣官

房、法務省、外務省、財務省などで組織された「ビジネスと人権に関する行動計画に係る

関係府省庁連絡会議」が「『ビジネスと人権』に関する行動計画（2020－2025）」を策定、

公表している。それとともに、「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための

ガイドライン」（2022年 9月）や、「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のた

めの実務参照資料」（2023 年 4 月）を策定し、NAP の着実な実行の推進に努めている。 

人権尊重は 2015年に策定された SDGs（持続的な開発目標）を実現していく上でも大変

重要である。SDGs の掲げる各目標を実現し「誰一人取り残さない」経済社会を実現する

ためには人権の尊重が大前提である。日本政府は、「ビジネスと人権」に関する行動計画

（2020－2025）」において、①「SDGs の実現と人権の保護・促進は、相互に補強し合い、

『表裏一体』の関係にあること」、②「企業活動における人権尊重は、人権に対する悪影

響に対処し、社会に貢献するとともに、企業リスク要因の回避・管理につながり、さらに

は、国際社会からの信頼を高め、グローバルな投資家等の高評価を得ることにもつなが

る」、との見解を示している。 

 

２．企業に求められる人権尊重の取り組みの全体像と留意点 

UNGPsをベースに、企業に求められる人権尊重の取り組みの全体像を示すと、図表 1の

ようになる。 



野村サステナビリティクォータリー 2024 Spring 

 98 

図表 1 企業に求められる人権尊重の取り組みの全体像 

 

（出所）日本経済団体連合会「人権を尊重する経営のためのハンドブック」を参考に野村資本市場研究所作成 

 

日本企業が人権尊重に対する取り組みを遂行していく上で特に留意すべき 3 つの点につ

いて、ここで改めて確認をしておきたい。 

1 点目として、人権尊重に対する取り組みを行う対象範囲は、企業単独ベースではなく、

企業の属するサプライチェーン全体であるということである。「サプライチェーン全体」

といった場合、自社がサプライチェーンの中核である場合と、他社のサプライチェーンの

中に組み込まれている場合の 2 つが想定される。 

自社がサプライチェーンの中核である場合、特にそのサプライチェーンが広範囲にわた

る場合には、その末端の人権の状況まで自社単独で把握することは非常に難しくなること

が想像される。特に、児童労働や強制労働などの問題が発生しやすい地域の工場などがサ

プライチェーンに含まれている場合には、それら地域における人権に関する情報収集や把

握の方法などの十分な検討が必要であろう。また、サプライチェーン内の工場などに対し、

いかにして自社の人権方針を把握させて実行させるかについても十分な検討が必要である。 

一方、自社が他の企業、特に海外企業のサプライチェーンに組み込まれている場合には、

後述するように、日本でイメージされる人権と「ビジネスと人権」における企業が尊重す

べき人権は必ずしも一致しているわけではないことから、グローバルベースでの人権の動

向を把握して人権尊重への対応を進めないと、サプライチェーンから外されてしまう可能

性が考えられることに留意が必要である。 

2 点目として、人権尊重に対する取り組みを進める上では、「トップのコミットメント」

と「ステークホルダーとのエンゲージメント」が特に重要であるということである。上述

のように、人権の尊重は SDGs の各目標を達成する上での大前提であり、企業活動を行う

上でも非常に重要な事項である。そのため、企業の経営トップが人権尊重の重要性を深く

認識した上で、その考えを全社的に浸透させつつ企業活動を行っていくことが肝要である。

ステークホルダーとのエンゲージメント（対話）

（指導原則16）

人権デュー・ディリジェンス （指導原則17）

（指導原則22）
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また、人権に関する課題を発見し、それらに対し適切な対応をしていくためには、ステー

クホルダーと密接な意思疎通、すなわちステークホルダーエンゲージメントを行うことが

非常に重要である。 

3 点目として、企業が尊重すべき「人権」とは「国際的に認められた人権」の事である

という点である。UNGPs の指導原則 12 において、国際的に認められた人権とは、少なく

とも国際人権章典1や「労働における基本的原則及び権利に関する ILO（国際労働機関）

宣言」（1998 年採択）に挙げられた「基本的権利に関する原則」が含まれる、とされて

いる。例えば、後者における「労働における基本的権利」とは、（a）結社の自由及び団

体交渉権の効果的な承認、（b）あらゆる形態の強制労働の禁止、（c）児童労働の実効的

な廃止、（d）雇用及び職業における差別の排除、（e）安全で健康的な労働環境、である。

これらは日本でイメージされる「人権」に関する問題とは必ずしも一致しておらず、なじ

みの薄いものもあることから、留意する必要がある。 

 

Ⅱ 日本企業における「ビジネスと人権」の国際的評価 
 

ここでは、日本企業のビジネスと人権への取り組みの評価について、CHRB（企業と人

権ベンチマーク：Corporate Human Rights Benchmark）が算出、評価する「Corporate Human 

Rights Benchmark」による日本企業の国際的な評価を取り上げる2。 

 

１．WBA と CHRB 

１）WBA とは 

CHRB に関して述べる前に、まずその上部機関として位置づけられる WBA（ワー

ルドベンチマークアライアンス：World Benchmarking Alliance）について簡単に紹介

する。 

WBA は 2018 年に、国連財団（United Nations Foundation）、Aviva（英国の保険会

社）、そして Index Initiative（オランダの NGO）によって設立された非営利組織であ

る。WBAは SDGs の達成に向け、世界の最も影響力のある 2,000 社（SDG2000）を毎

年選定し、このうち 2024 年版では日本企業 150 社が選定されている。そして、それ

ら企業の SDGs の貢献度を評価・測定するための「無料で一般公開される一連のベン

チマーク」を開発している。また、WBA は SDGs を達成に導くために必要な 7 つの

領域について「システム・トランスフォーメーション」を特定している（図表 2）。

そして、各トランスフォーメーションにおいてそれぞれベンチマークを開発し、関係

 
1  世界人権宣言（1948 年国連採択）と、国際条約として法的拘束力のある 2 つの国際人権規約（「経済的、社

会的、文化的権利に関する国際規約」と「市民的、政治的権利に関する国際規約」）の総称。 
2  WBA、CHRB の他に企業の人権に対する取り組みを行っている組織としては「Know the Chain」がある。

Know the Chain はサプライチェーンにおける強制労働に焦点を当てて企業を評価し、それらの情報提供を行う

米国のネットワークである。 
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の深い産業に属する SDG2000 に対し、ベンチマークに基づく評価、ランキングを付

与している。7 つのトランスフォーメーション領域の中でも、「ソーシャル・トラン

スフォーメーション」は他のすべてのトランスフォーメーションに影響を与える基礎

的・中心的な位置づけとされており、SDG2000 全企業が評価対象となっている。 

 

２）CHRB とは 

CHRB は、機関投資家や人権 NGO、ESG 調査会社などから構成される運営委員会

が推進している国際的なイニシアティブであり、2016 年に企業の人権に対する取り

組みを評価、格付けする手法を公表し、2017 年よりそれらに基づく評価、格付け結

果を公表している。CHRB は人権の影響が大きいと考えられる業種を絞って評価、格

付けを行うが、対象となる業種は、2017 年、2018 年は食品・農業（Food and 

agricultural products）、アパレル（Apparel）、資源採掘業（Extractives）の 3 つであっ

たが、2019 年に情報通信技術（ICT）関連製造業、2020 年には自動車製造業

（Automotive manufacturing）に評価対象業種を拡大している。 

CHRBは 2019年に WBAの傘下に入った。現在は、WBAが SDG2000採用企業に対

しソーシャル・トランスフォーメーションに基づく中核的な社会指標（Core Social 

Indicators)を通じた人権に対する評価を実施し、人権への影響が高いと判断されたセ

クターに（現状では上記の 5 業種）について、CHRB がより深く掘り下げて調査する

という役割分担となっている3。 

  

 
3  WBA、CHRB では、これを人権尊重の評価における｢Scale｣と「Depth」のデュアルアプローチと呼んでいる。 

図表 2 7 つの領域における「システム・トランスフォーメーション」 

 
（出所）WBA「ソーシャル・トランスフォーメーション・フレームワーク（2021年：経済人コー円卓会議日

本委員会による和訳）」より野村資本市場研究所作成 

 

トランスフォーメーションの領域 概要

ソーシャル(Social)
人権を尊重し、平等を促進し、人々が大切にしている機会や選択を追求す
る力を与えることで、普遍的な人類の発展を達成

食糧と農業(Food and agriculture)
世界の限界内にとどまりながら、増加する世界人口を養うために健康的で
栄養価の高い食品を生産し、農家や漁業者、そしてその家族に適切な生活
水準を確保

脱炭素化とエネルギー
（Decarbonisation and energy)

現代的なエネルギーサービスへの普遍的なアクセスを提供すると同時に、
炭素ベースのエネルギーへの世界の依存度を大幅に低下させる

資源循環型(Circular) 消費と生産を天然資源の消費から切り離し、廃棄物や汚染を排除

都市(Urban)
持続可能で、包括的で、接続性の確保された、安全で、回復力があり、清
潔な都市を創造

金融システム(Financial system)
長期的な持続可能な開発に向けて経済の移行を加速させるために、資源
の流れを再編成し、適切なスチュワードシップを行使
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現在 CHRB が対象としている企業数は SDG2000 の中の 229 社であり、内訳は、食

品・農業が 57社、ICT関連製造業が 43社、自動車製造業が 29社、アパレルが 55社、

そして資源採掘業が 55 社であるが、 複数の業種で対象となっている企業もある。例

えば、イオンは食料・農業とアパレルで対象となっている。日本企業は 26 社が対象

であり、26 社のうち、イオンとファーストリテイリングは 2017 年より評価対象企業

となっている（図表 3）。 

図表 3 CHRB が評価対象としている日本企業 

 

（出所）CHRB 資料より野村資本市場研究所作成 

 

２．CHRB による人権に関する国際的評価 

１）評価頻度と 5 つの評価テーマ及びその評価ウエイト（配点） 

CHRBによる企業の評価頻度は、2021年までは毎年であったが、2022年からは 2年

に 1度となり、各セクターは隔年で評価を受けることとなった。直近では、2022年に

食品・農業、ICT 関連製造業、資源採掘業、2023 年にはアパレル、自動車製造業の評

価が公表された。 

CHRB は企業の人権に対する取り組みを評価する上で 5 つのテーマと、それぞれの

テーマにおける評価ウエイト（配点）を定めている4。そして、評価にあたっては企

業の公表する文章を中心に行う。ただし、深刻な申し立てへの対応については報道や

NGO の報告書なども参照する。各評価テーマにおいてはそれぞれ評価指標があり、

評価指標の総数は 58 である。図表 4 に各評価テーマにおける評価指標の数と、評価

指標の例を示した。 

 

 
4  2021 年までは「透明性」がテーマに入っていた。当時のウエイトはガバナンスと人権方針（10％）、人権尊

重の組み込みと人権デュー・ディリジェンス（25％）、救済と苦情処理の仕組み（15％）、企業の人権に対

する取り組み（20％）、深刻な申し立てへの対応（20％）、透明性（10％）であった。 

業種 対象企業

食品・農業（6社）
サントリーホールディングス、キリンホールディングス、アサヒグループホールディング
ス、イオン、伊藤忠商事、セブン＆アイ・ホールディングス

ICT関連製造業（9社）
キヤノン、村田製作所、ソニー、日立製作所、東京エレクトロン、パナソニックホール
ディングス、任天堂、京セラ、キーエンス

自動車製造業（7社） トヨタ自動車、SUBARU、本田技研工業、日産自動車、マツダ、三菱自動車、スズキ

アパレル（2社） ファーストリテイリング、イオン

資源採掘業（3社） ENEOSホールディングス、INPEX、日本製鉄
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図表 4 CHRB の評価テーマと評価指標数、指標の例 

（出所）CHRB「Corporate Human Rights Benchmark Methodology～Food & agricultural sector（2021 年 9 月：経済人

コー円卓会議日本委員会による和訳）」より野村資本市場研究所作成 

 

２）2022 年、2023 年の評価結果から見た日本企業と評価企業全体のスコア 

図表 5 は 2022 年及び 2023 年の評価結果（評価スコア）について、評価対象企業全

体の平均、対象日本企業の平均と両者の差、さらには対象企業の中で最もスコアが高

かったスペインの石油会社 Repsol と日本企業で最も高かったファーストリテイリン

グのスコアも併せて記した。 

図表 5 を見ると、対象企業全体のスコアの平均（100 が満点）が 19.0、日本企業は

全体の平均はさらに低く 15.4 である。また、日本企業で最もスコアの高いファース

トリテイリングが 41.3、対象企業中最も順位が高い Respol でも 65.9 であり、評価対

象企業全体の平均スコアは総じて低いことが分かる。すなわち、世界的に見ても企業

の人権に対する取り組みはまだ途上であり、日本企業はその状態からさらに劣後して

いる状態と言えるであろう。しかし、対象企業平均と日本企業の平均のスコアの差は

3.6 と、大きな差がついているとまでは言い難い。 

 

評価指
標数

評価指標例

人権方針のコミットメント（5％） 7 人権ポリシーステートメントの公開（A1.1）

取締役会レベルでの説明責任（5％） 4

人権に対する固有のリスクに関連し、ビジネ
スモデルと戦略を取締役会レベルまたは取
締役会委員会で検討するプロセスを開示・説
明（A.2.4）

人権尊重の企業文化と管理体制への落とし
込み（10％）

9
人権リスクへの配慮が、より広範な企業リス
ク管理システムにどのように統合されている
かを事例とともに開示・説明（B.1.3）

人権デュー・ディリジェンス実施（15％） 5

自らの事業、サプライチェーンを含む取引関
係を通じて、事業活動を展開する個々の場
所または事業活動において、人権リスクとそ
の影響を特定するために使用しているプロセ
スについて開示し説明（B.2.1）

8

会社に関連する苦情や懸念を提起するため
に、すべての労働者がアクセスできる１つま
たは複数のメカニズムを有しているか、第三
者機関または共有のメカニズムに参加してい
ることを公に開示（C.1）

22

児童労働を使用していないことを公に表明。
加えて、児童労働に従事していないことを確
認するために、自社の業務に採用した労働
者の年齢を確認していることを公に表明
（D.1.4.a）

3
会社は申し立てに対し公に回答（該当する場
合は直接関係している事業者の回答を示す）
（E.1）

A.ガバナンスと人権方針
（10％）

B.人権尊重の組み込みと人権
デュー・ディリジェンス（25％）

C.救済と苦情処理の仕組み（20％）

D.企業の人権に対する取り組み（25％）

E.深刻な申し立てへの対応（20％）

評価テーマ
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図表 5 CHRB の人権評価テーマとそのスコア（2022 年、2023 年） 

 
（注） 表内の斜字は各項目の得点を配点で除した得点率。 
（出所）CHRB「Corporate Human Rights Benchmark 2022」、「Corporate Human Rights Benchmark 2023」より野村

資本市場研究所作成 

 

図表 6 には、2022 年、2023 年における評価結果におけるセクター別、スコアバン

ド別に見た評価対象日本企業の状況を示した。参考として、各セクターにおける日本

以外の代表的企業も併せて示した。 

これを見ると、ファーストリテイリングが 40－50 のスコアバンドに位置するが、

30－40 には 1 社も存在せず、20－30 でもサントリーホールディングスやキヤノンな

ど４社に留まっている。最も多いのが 10－20 で、アサヒグループホールディングス

やトヨタ自動車など 14 社（イオンは食品・農業とアパレルの双方に入っている）に

上るが、0－10 にもセブン＆アイ・ホールディングスや日本製鉄など 7 社入っており、

全体でみると総じて評価が低いようにみえる。 

また、セクターでみると、日本の基幹産業の一つであり、評価対象企業数も 7 社と

ICT 関連製造業に次いで多い自動車製造業においてはスコアバンド 20－30 より上に

は 1 社も存在しておらず、0－10 が 3 社、10－20 が 4 社となっている。また、特に欧

米の主要自動車製造業と比較するとスコアが総じて低いように見受けられる。この点

については次節で詳述する。 

 

 

配点
対象企業
平均（A)

日本企業
平均（B)

（A)-(B)
参考：
Repsol

参考：ファー
ストリテイリ

ング

1.7 1.7 3.4 2.7

33.5% 34.1% 68.8% 53.1%

0.6 0.3 1.3 1.3

11.3% 6.7% 25.0% 25.0%

2.4 2.4 5.9 6.6

24.3% 23.6% 59.1% 65.9%

3.1 3.0 11.9 8.1

21.0% 20.2% 79.2% 54.2%

4.3 2.9 11.5 9.0

21.5% 14.6% 57.5% 45.0%

3.9 2.5 18.8 8.1

15.6% 10.0% 75.0% 32.4%

3.0 2.6 13.2 5.6

15.1% 12.8% 65.9% 28.1%

100 19.0 15.4 3.6 65.9 41.3合計（100％）

評価テーマ

人権方針のコミットメント（5％）

取締役会レベルでの説明責任
（5％）

A.ガバナンスと人権方針
（10％）

人権尊重の企業文化と管理体
制への落とし込み（10％）

人権デュー・ディリジェンス実施
（15％）

B.人権尊重の組み込みと人
権デュー・ディリジェンス
（25％）

C.救済と苦情処理の仕組み（20％）

D.企業の人権に対する取り組み（25％）

E.深刻な申し立てへの対応（20％）
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図表 6 日本企業のスコアの状況（個別企業ベース） 

 
（注） 表中斜字で表示しているのは日本以外の企業。 
（出所）CHRB「Corporate Human Rights Benchmark 2022」、「Corporate Human Rights Benchmark 2023」より

野村資本市場研究所作成 

 

３）自動車製造業に見る日本企業のスコアギャップの発生要因 

ここでは、自動車製造業から日本企業 3 社（トヨタ自動車、日産自動車、本田技研

工業）と海外（欧米）企業 3 社（Ford、GM、Mercedes-Benz）を取り上げ、両者のス

コアの差の発生要因について検討する。 

図表 7は 2022年の自動車製造業におけるCHRBスコアから、日本企業 3社平均と、

海外企業 3 社平均を計算し、5 つの評価テーマ別にそのギャップを示したものである。 

 

スコアバンド 食品・農業 自動車製造 ICT関連製造 アパレル 資源採掘

90-100

80-90

70-80

60-70 Repsol

50-60 Unilever Puma

40-50 PepciCo
ファーストリテイリ
ング

BP
Shell PLC

30-40 Nestle
Ford
General Mortors

Hewlett Packard
Enterprise
Apple

Marks &
Spencer
Adidas
Gap

TotalEnergies
Chevron

20-30

Danone
サントリーHD
キリンHD
Coca-Cola
Company

Mercedes-Benz
Group
BMW
Volkswagen

Microsoft
キヤノン
Intel

Amazon
ENEOSHD
ExonMobil

10-20

アサヒHD
イオン
McDonalds
Starbacks
伊藤忠商事

Renault
トヨタ自動車
SUBARU
本田技研工業
日産自動車

村田製作所
ソニー
日立製作所
東京エレクトロン
パナソニックHD
Applied Materials
任天堂

Walmart
イオン
Nike

INPEX
Posco

0-10
7＆iHD
Tyson Foods

Hyundai Moter
Company
Tesla
マツダ
三菱自動車
Tata Motors
スズキ

京セラ
Texas
Instruments
キーエンス
Foxconn

Nordstream
SHEIN

日本製鉄
Sinopec
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図表 7 CHRB スコア（2022 年）における日本企業と海外企業とのギャップ（自動車製造業） 

 

（出所）CHRB「Corporate Human Rights Benchmark 2022」より野村資本市場研究所作成 

 

海外企業 3 社平均のスコアは 35.4、一方日本企業 3 社のスコアは 12.4 であり、22.9

ポイントのギャップが生じている。このギャップの内訳を評価テーマ別にみると、

「ガバナンスと人権方針」、「深刻な申し立てへの対応」が 2.1 と相対的に小さい一

方、「企業の人権に対する取り組み」は 4.6、「苦情と救済の仕組み」は 5.7であり、

最もギャップが大きい「人権尊重の組み込みと人権デュー・ディリジェンス」では

8.5 ポイントである。 

次に、CHRB の評価テーマ別に設定されている評価指標から、両者の評価ギャップ

が生じる要因をみる。まず、最もギャップの大きい「人権尊重の組み込みと人権

デュー・ディリジェンス」に関してである。この評価テーマは図表 4 で示したように、

評価指標が 9 つある「人権尊重の企業文化と管理体制への落とし込み」と、5 つある

「人権デュー・ディリジェンス実施」に分かれている。特に「人権尊重の企業文化と

管理体制への落とし込み」に関する 9 指標のスコア（ウエイト加重前の素点、満点は

18）の平均が、海外 3 社が 10.2 なのに対し、日本 3 社は 4.3 と 6 余りのギャップがあ

る。一方、「人権デュー・ディリジェンス実施」に関する 5 指標のスコア（ウエイト

加重前の素点、満点は 10）は、海外 3社平均が 4.8なのに対し日本 3社平均が 1.5と、

3.3 のギャップが生じている。 

より細かくみると、「人権尊重の企業文化と管理体制への落とし込み」では「人権

ポリシーコミットメントの労働者及び外部、取引先へのコミュニケート」や「人権に

関する研修」などで、「人権デュー・ディリジェンス実施」では、「人権リスクの評

価プロセスの説明」と、「顕著な人権課題と考えたものについての開示」や、「顕著

な人権問題を予防、緩和、または救済するためのシステムの開示」などでギャップが

生じている。 

「救済と苦情処理の仕組み」の評価 8 指標では、「労働者のための救済処理メカニ

ズムを有する」ではほとんど差はないものの、「個人やコミュニティのための苦情処

理メカニズムを有する」や、「苦情や懸念の提起に対する報復の禁止の開示」では

ギャップが生じている。 

ガバナンスと
人権方針

人権尊重の
組み込みと人
権デュー・ディ

リジェンス

救済と苦情処
理の仕組み

企業の人権
に対する取り

組み

深刻な申し立
てへの対応

合計

ウエイト（配点） 10 25 20 25 20 100

海外企業3社平均（A） 4.1 13.3 7.3 6.5 4.1 35.4

日本企業3社平均（B） 2.1 4.8 1.7 1.9 2.0 12.4

（A)-（B) 2.1 8.5 5.7 4.6 2.1 22.9

参考：ファーストリテイリング（2023年） 3.9 14.7 9.0 8.1 5.6 41.3
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「企業の人権に対する取り組み」の評価 22 指標の中では、「強制労働の禁止：賃金

慣行（労働者に対し賃金の全額を期限どおりに支払っていることの開示と、すべての

労働者の給与明細書の受領）」や「結社の自由と団体交渉の自由」、「水と衛生（安

全な水へのアクセスに負の影響を与えない）」、「サプライチェーンにおける女性の

権利（男女の同一労働同一賃金の実施や雇用の機会均等など）」などにおいてギャッ

プが生じている。 

これらの結果をみると、日本企業はCHRBが求める「グローバル」レベルでの人権

尊重への対応が必ずしも十分ではないことがうかがわれる。また、ギャップが生じて

いる項目には、日本企業が既に対応しているのではないかとみられるものもあり、グ

ローバルベースでの開示や説明に関しても課題があると考えられる。 

 

４）日本企業と評価企業全体のスコアギャップは縮小 

CHRB の評価対象となっている日本企業平均と評価対象企業全体平均スコアの

ギャップについて、2019年と 2022、2023年を比較したものが図表 8である。なお、6

ページの脚注 3 にも示した通り、2022 年以降は「透明性」評価テーマから外れたた

め、全体のスコアギャップについては比較を行わず、比較可能な 5 つの評価テーマの

ギャップの比較とした。 

 

図表 8 日本企業と対象企業全体とのスコアギャップは縮小した 

 
（出所）CHRB「Corporate Human Rights Benchmark」より野村資本市場研究所作成 

 

これをみると、以下のようなことが言えるであろう。 

まず、5 つの評価テーマのすべてにおいてスコアギャップが縮小している点が挙げ

られる。特に、「ガバナンスと人権方針（2019年0.3、2022、2023年0.2）」と、「人

権尊重の組み込みと人権デュー・ディリジェンス（2019年2.1、2022，2023年0.2）」

ではほとんど差がなくなっている点が注目される。日本企業においても、ビジネスと

人権の考え方が取り入れられ、人権方針の策定や人権尊重の考えを企業内に浸透させ

ようという動きは広がってきたと考えられる。一方で、「救済と苦情処理の仕組み」

と「企業と人権に対する取り組み」では縮小したもののギャップは 1.4 と、他の評価

テーマのスコアと比較すると相対的にギャップは大きい。 

  

ガバナンスと
人権方針

人権尊重の組
み込みと人権
デュー・ディリ

ジェンス

救済と苦情処
理の仕組み

企業の人権に
対する取り組み

深刻な申し立
てへの対応

2019 0.3 2.1 1.7 2.2 1.7

2022、2023 0.2 0.2 1.4 1.4 0.5
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実際に、救済、苦情処理の仕組みづくりを UNGPs が求めるサプライチェーン全体

で行っていくことは、その範囲の広さから難しい、という意見も企業側から聞かれる

ため、今後の課題と考えられる。また、企業の人権に対する取り組みのスコアを向上

させるために人権に対する取り組みを「仕組みづくり」から、その「実践」に移行さ

せることが重要と考えられる。さらに、スコアは公表資料を基に作られていることも

あり、人権に対する取り組みに関するディスクローズにも課題と改善の余地があると

考えられるであろう。 

 

５）CHRB スコア、順位が上昇したファーストリテイリング 

ファーストリテイリングは 2017 年から CHRB の評価対象になっている。図表 9 に

はスコアの推移、図表 10 には評価対象企業中の順位の推移を示している。 

図表 9 ファーストリテイリングのスコアの時系列推移 

 
（出所）CHRB 資料より野村資本市場研究所作成 

図表 10 ファーストリテイリングの順位の時系列推移 

 
（注） 対象企業数は 2017 年 98 社、2018 年 101 社、2019 年 195 社、2022 年 237 社。 
（出所）CHRB 資料より野村資本市場研究所作成 
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ファーストリテイリングの評価は、2017年ではスコアが15.5、全体の順位が評価対

象企業 98 社中 87 位という低いものであった。しかし、2018 年にはスコアが 27.9、順

位は 101 社中 40 位に上昇、さらに 2019 年にはそれぞれ 47.1、195 社中 26 位とその評

価は大きく向上した。最新の 2023 年では、スコアこそ 41.3 と前回に比べ低くなった

ものの、順位は 237 社中 12 位と、グローバルに見ても非常に高い評価を得るに至っ

ている。 

ファーストリテイリングは 2015 年、中国にある下請け工場における超過労働や労

働者の権利侵害などの実態があるとの指摘を人権 NGO 等から受けた。さらには 2016

年にはカンボジアの委託工場で労働争議が発生するなど、サプライチェーンにおける

人権の問題が発生した。 

このようなサプライチェーンにおける人権問題に対処し、グローバルに展開する企

業としての責任を果たすために、2018 年 7 月に UNGPs をはじめとする国際基準に則

り「ファーストリテイリンググループ人権方針」を策定した。そして、この方針の遵

守を自社の従業員だけではなく、サプライチェーンに位置する生産パートナーやビジ

ネスパートナーに求めることを明確にしている。さらに、これらの取り組みに関して

の情報開示をホームページ等で積極的に行っている5。 

こうした人権尊重に対する一連の活動は、CHRB の求める人権尊重に対する取り組

み評価も意識したものであったと考えられる。その結果、特に 2018 年から 2019 年に

かけて CHRB の評価が大きく上昇し、2023 年の評価においても、その水準の高い取

り組みが評価され、全体の順位上昇につながったと考えられる。 

このように、ファーストリテイリングでは自社のサプライチェーン内で発生した人

権問題に積極的に対応し、人権尊重への体制づくりや取り組みをサプライチェーン全

体で実施するとともに、それらの活動についての積極的な情報開示に努めたことが評

価の向上につながった。ファーストリテイリングの事例は、今後他の企業が人権に対

する取り組みで評価を高める上で非常に参考となるであろう。 

 

Ⅲ 日本企業における「ビジネスと人権」への取り組みの現状 
 

ここでは、日本企業におけるビジネスと人権への取り組みの現状について、一般社団法

人日本経済団体連合会（以下、経団連）が 2024 年 1 月に公表した「第 3 回企業行動憲章

に関するアンケート結果6」から以下の 4 項目を取り上げる。この調査は経団連会員企業

を対象としたもので、同様の調査は 2018 年、2020 年に行われている。 

 

 
5  ファーストリテイリング「ファーストリテイリンググループ人権方針」に、ファーストリテイリンググルー

プの人権尊重に対する取り組みの詳細が掲載されている。 
 ＜https://www.fastretailing.com/jp/about/frway/humanrights.html＞（2024 年 2 月 13 日閲覧） 
6  詳細は、日本経済団体連合会「第 3 回企業行動憲章に関するアンケート結果」2024 年 1 月 16 日を参照。 
 ＜https://www.keidanren.or.jp/policy/2024/005.html＞（2024 年 2 月 13 日閲覧） 



日本企業の人権尊重への取り組みと国際的評価 －具体的な行動と情報開示が課題－ 

 

 109 

１．UNGPs に関する取り組み 

UNGPs に関する取り組みの状況に関する調査は 2020 年にも行われているが、今回の結

果をみると、「『指導原則（UNGPs）』に則して『ビジネスと人権』への取り組みを進

めている」との回答割合が、2020 年の 36％から 76％に上昇した。一方、「『指導原則』

を理解しているが、取り組みに着手できていない」は 33％から 11％に、「聞いたことは

あるが、内容は理解していない」は 16％から 11％、さらに、「聞いたことがない」は 9％

から 3％に低下しており、ビジネスと人権に対する取り組みがこの 3 年間にかなり進んだ

ことがうかがわれる（図表 11）。 

図表 11 UNGPs に関する取り組み状況 

 
（注） 回答企業数は 2020 年 290 社、2023 年 284 社。 
（出所）日本経済団体連合会「第 3 回企業行動憲章に関するアンケート結果」より野村資本 
    市場研究所作成 

 

ただし、2023 年の結果を従業員規模別にみると、従業員 5,000 人以上の企業では「取り

組みを進めている」との回答割合が 95％なのに対し、従業員規模が小さくなるにつれ回

答割合が低下していき、500～999人では 48％と過半を割り、100～299人では 33％、99人

以下では 10％に低下する。従業員規模の小さい企業は一般的に中小企業が多いと推察さ

れることから、経団連は「中小企業への UNGPs の周知・実践を図るため、政府や公的機

関による支援の強化が必要である」とコメントしている。 

 

２．人権方針の策定状況 

図表 12は人権方針の策定状況についてである。この質問は 2018年、2020年にも実施し

ている。 

まず、人権方針を既に策定済みとの回答割合は、2018 年が 70％、2020 年が 65％と、こ

の間は取り組みが進まなかった。しかし、2023 年は、自社単独と親会社が策定したグ

ループ共通を合わせて 91％が人権方針を策定、採用済みとなっている。ここ 3年余りで人

権方針の策定、採用が進んだことが分かる。 

  

2020年 2023年

「指導原則」に則して「ビジネスと人権」への取り組みを進めている 36% 76%

「指導原則」を理解しているが、取り組みに着手できていない 33% 11%

聞いたことはあるが、内容は理解していない 16% 11%

聞いたことがない 9% 3%

その他等 6% -
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図表 12 人権方針の策定状況 

 
（注） 回答企業数は 2018 年 302 社、2020 年 289 社、2023 年 182 社。 
（出所）日本経済団体連合会「企業行動憲章に関するアンケート結果（第 1 回、第 2 回、第 3 回）」 

より野村資本市場研究所作成 

 

３．人権関連の情報開示 

図表 13 は人権に関する取り組みや課題等の公表媒体についてである（複数回答）。こ

れをみると、「自社ホームページ」が 92％と最も多く、これに統合報告書（75％）、サ

ステナビリティ報告書（46％）が続く。また、有価証券報告書との回答も 39％あった。

人権に関する情報開示は現在のところ法定開示ではないものの、有価証券報告書での任意

の開示は、企業が人権関連の情報を重要と捉え、投資家に当該情報にアクセスしやすくす

る姿勢を示すものと考えられる。 

図表 13 人権に関する取り組みや課題等の開示媒体（複数回答） 

 

（注） 回答企業数は 208 社。 
（出所）日本経済団体連合会「第 3 回企業行動憲章に関するアンケート結果」 
    より野村資本市場研究所作成 

 

  

2018年 2020年 2023年

自社単独で方針を既に策定済み 81%

既に親会社が策定したグループ共通の人権方針を採用済み 10%

自社単独で方針を策定予定・検討中 7%

親会社が策定したグループ共通の人権方針を採用予定・検討中 1%

自社単独での策定または親会社の人権方針の採用を検討していない 0% 13% 1%

無回答 14% 11% -

65%

11%

70%

16%

ホームページ 92%

統合報告書 75%

サステナビリティ報告書 46%

有価証券報告書 39%

その他 6%

人権レポート 4%

公開していない 3%
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４．人権を尊重する経営を実践する上での課題 

図表 14 は人権を尊重する経営を実践する上での課題について（複数回答）である。これ

については、取り組みを進めている企業と、取り組みに着手できていない企業に分けて尋ね

ている。 

取り組みに着手できている企業における課題として最も多い回答は、「サプライチェーン

の構造が複雑・膨大であり、課題の特定が難しい」の 73％である。これに、「一社・企業だ

けでは解決できない複雑な問題がある」（72％）、「どの程度のリスクまで具体的に取り組

むべきか判断が難しい」（69％）が続いた。 

一方、取り組みに着手できていない企業における課題では、「どの程度のリスクまで具体的

に取り組むべきか判断が難しい」が 72％と最も多く、これに「充分な人員・予算を確保でき

ない」（53％）、「一社・企業だけでは解決できない複雑な問題がある」（40％）が続いた。 

図表 14 人権を尊重する経営を実践する上での課題（複数回答） 

 
（注） 回答企業数は 284 社。 
（出所）日本経済団体連合会「第 3 回企業行動憲章に関するアンケート結果」より野村資本市場研究所作成 

 

取り組みを進めて
いる企業

取り組みに着手
できていない企業

どの程度までのリスクまで具体的に取り組むべきか判断が難しい 69% 72%

一社・企業だけでは解決できない複雑な問題がある 72% 40%

サプライチェーンの構造が複雑・膨大であり、課題の特定が難しい 73% 29%

充分な人員・予算を確保できない 46% 53%

事業領域が広く、課題の特定が難しい 48% 16%

社内・社外の関係者に人権の内容や重要性を理解してもらえない 23% 9%

具体的な取り組み方法がわからない 11% 38%

優先すべき人権課題がわからない 10% 26%

経営層に人権の内容の重要性を理解してもらえない 3% 3%

わからない 0% 0%

特にない 1% 3%

その他 3% 3%
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Ⅳ 有価証券報告書における人権関連情報開示の好事例 
 

2023 年１月に「企業内容等の開示に関する内閣府令」等が改正され、2023 年 3 月 31 日以

後に終了する事業年度の有価証券報告書（3月末本決算企業の場合は 2023年 3月期決算の有

価証券報告書）より、人材の多様性の確保を含む人材育成の方針や社内環境整備の方針及

び当該方針に関する指標の内容等について、サステナビリティ情報の「記載欄」の「戦略」

と「指標及び目標」において必須記載事項とされ、人的資本情報が法定開示化された。 

今回の改正では人権に関する情報については法定開示化されなかったが、法定開示書類で

ある有価証券報告書に任意で記載する企業も見られる。ここでは、金融庁が 2023 年 12 月に

公表した「記述情報の開示の好事例集 2023」（以下、好事例集）が取り上げている人権に関

する情報開示例において、好事例として評価されたポイント及び事例について紹介する7。 

 

１．人権に関する主な開示のポイント 

好事例集は、投資家・アナリスト・有識者及び企業による開示の好事例に関する勉強会

で議論された事例を集めたものである。ここには「投資家・アナリスト・有識者が期待す

る主な開示のポイントが記載されている。人権に関して挙げられている主な開示のポイン

トは以下の 4 点であった。 

・人権はコンプライアンス色の強い項目であるため、人に関するものとして他の人的資

本にかかる項目とまとめるのではなく、別の項目として分けて記載することは有用で

ある。 

・想定されるリスクを具体的に開示することは有用である。 

・各社が直面している人権リスクについて、どのようにリスク回避するかの開示は有用

である。 

・指標及び目標として、例えば、人権デュー・ディリジェンスで問題になった件数等の

定量情報を開示することで、投資家の理解も進むと考えられ有用である。 

 

２．好事例集で取り上げられた企業の開示事例 

１）双日 

好事例集では開示が好事例として着目されたポイントが記載されているが、双日の

人権に関する開示で好事例として着目されたポイントは以下の 3 点であった。 

① リスクが高い事業分野を特定し、サプライチェーン全体のどの位置で環境・人権

リスクが発生しやすいかについて分析した結果を図示しながら具体的に記載。 

 
7  本稿では、好事例として着目されたポイントのみを記載する。具体的な開示に関しては、好事例集や取り上

げられた各社の有価証券報告書を参照。 
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② 人権リスクが高い事業分野に対する対応方針について端的に記載。 

③ 人権リスクの高い事業である木材分野について、人権に配慮した木材調達の中期

的な目標を定めるとともに、過年度の実績も含め定量的に記載。 

 

２）不二製油グループ本社 

不二製油グループ本社の人権に関する開示で好事例として着目されたポイントは以

下の 2 点であった。 

① 人権リスクへの対応として、人権デュー・ディリジェンスの概要と特定した人権

リスク、対策の方向性について端的に記載。 

② 人権リスクの救済策として、グループ従業員向けの内部通報制度、サプライ

チェーン上の人権・環境リスクに対応する苦情処理メカニズムの概要について端

的に記載するとともに、詳細情報の URL を記載。 

 

３）雪印メグミルク 

雪印メグミルクの人権に関する開示で好事例として着目されたポイントは、「人権

尊重」をマテリアリティ項目と定め、その取り組みを、今回開示が義務化されたサス

テナビリティ情報開示の必須記載事項の様式に倣い、「ガバナンス」、「戦略」、

「リスク管理」、「指標と目標」の項目ごとに端的に記載した点であった。 

 

４）長谷工コーポレーション 

長谷工コーポレーションの人権に関する開示で好事例として着目されたポイントは

以下の 2 点であった。 

① 人権課題への取り組みとして実施している、人権デュー・ディリジェンスの概要

と特定した主な人権課題及びリスクについて端的に記載。 

② 人権課題への対応の一環として実施した、協力会社への外国人技能実習生に関す

るアンケートの概要と結果及び対応について端的に記載。 

 

３．任意開示情報の法定開示書類への記載は当該情報に対する企

業の姿勢を示す 

今回開示が義務化された人的資本情報開示においては、「法定開示化の進展と任意開示

の深化」がキーワードと考える。すなわち、人的資本情報は、「規定演技」である「法定

開示」をベースとして、いかに「自由演技」である「任意開示」の部分で人的資本投資や

人材戦略について各企業の独自性を打ち出し、ステークホルダーへの情報発信や対話に生

かしていくことが問われるようになってきたと言えるであろう。 

一方、任意開示項目であっても法定開示書類である有価証券報告書に記載するというこ
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とは、企業が記載しようとする情報を重要なものと捉えて、積極的に情報開示をしようと

いう企業の姿勢を示すと言えるであろう。人権尊重に対する取り組みを企業にとって有用

であると位置づけ、投資家により広く、積極的に伝えるために有価証券報告書内にその内

容を記載することは、企業と投資家間の相互理解を深めることにつながると考えられる。 

 

Ⅴ 日本企業は人権尊重への取り組みのリード役になりうる 
 

本稿で述べてきたことを総括する。まず、日本企業の人権尊重に対する取り組みはここ

数年特に進展した。これは、ESGに関する関心が高まる中で Sの課題として人権への注目

度が高まってきたことや、2020年 10月に日本で UNGPsの着実な運用・実施を目的として

NAP が策定されたことなどが契機になったと考えられる。 

一方で日本企業の人権尊重に対する取り組みに対する国際的評価は必ずしも高くない。

その理由としては、日本で想起される人権に関する諸論点と、「ビジネスと人権」で求め

られる「国際的に認められた人権」は異なるものも少なくないため、日本企業の取り組み

が十分に評価されていない可能性が考えられる。また、ビジネスと人権において取り上げ

られている諸論点に対し対応していても、情報開示が不十分であるため、十分な評価を受

けていない可能性も考えられる。 

さらには、人権尊重に対する取り組みは自社のみに留まるのではなく、サプライチェー

ン全体での取り組み、対応が求められる。そのため、企業からすれば、図表 13に示した経

団連企業へのアンケート結果にあるように、「サプライチェーンの構造が複雑・膨大であ

り、課題の特定が難しい」などにより、取り組みが進んでいないことなどもあるであろう。 

他方、本稿で示したように、人権関連の取り組みが投資家などに評価されている企業や、

国際的な評価を高めている日本企業も存在している。本稿で紹介したCHRBの人権評価を

みると、確かに日本企業の評価は高くないものの、海外の企業と比べてそれほど大きな差

が生じているわけでもない。評価されている対応事例などを参考に、日本企業が人権尊重

への対応に積極的に取り組み、それらの情報を積極的に開示、説明していくことができれ

ば、日本企業が人権尊重に対する取り組みで世界のリード役になれる余地は十分にあると

考える。 

 

 

 
 

 

 


